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Ⅰ は じ め に
現在，アメリカ財務会計基準審議会（FASB）および国際会計基準審議会
（IASB）は，共同プロジェクトとして，収益の認識に関するプロジェクトを
進行させているところである(1)。収益の認識に関する会計基準として，IASB
は国際会計基準（IAS）第１８号(2)を公表しているが，FASBは取引形態別また
は業種別の会計基準(3)を公表するのみであることから，収益に関する包括的
な会計基準の設定を目標として審議が行われている(4)。
一方，負債概念に関連しては，最近，環境負債に関する会計基準，負債と
資本の区分に関する会計基準などの設定過程において審議が行われ，さらに
は概念フレームワークの再検討に関するプロジェクトにおいても負債概念の
再検討が行われている(5)。
この２つのプロジェクトが同時に進行していることは，無関係ではないよ
うに思われる。
負債概念の再検討
――収益認識基準の再検討に関連して――
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（ １ ）
本稿は，FASBおよび IASBの共同プロジェクトにおいて提唱されている
新たな包括的収益認識基準についてその内容を吟味したうえで，その収益認
識基準と，同時進行で検討が行われている負債概念，特に負債概念における
「債務性」の問題との関係性を明らかにすることを目的としている。
Ⅱ 新たな収益認識基準の概要
まず，FASBおよび IASBの収益認識プロジェクトにおいて検討されてい
る新たな収益認識基準について，その概要を述べ(6)，若干の検討を加えるこ
とにする。
新たな収益認識基準の最大の特徴は，従来の「実現」および「稼得プロセ
ス」に基づくアプローチではなく，「資産」および「負債」に基づくアプロー
チを採用していることにあるように思われる。その理由として，FASBは，
次の３つをあげている。
① 実現および稼得プロセス・アプローチを採用すると，資産および負債
の定義との矛盾の原因となる。貸借対照表上，資産および負債の定義を
満たさない借方項目および貸方項目を認識しなければならなくなるから
である。資産および負債の定義は，概念フレームワークにおける諸要素
の定義の基盤であり，収益および費用も資産および負債の増減として定
義されている。
② 実現および稼得プロセス・アプローチは正確に定義することができず，
様々な業種および取引形態に首尾一貫して適用できない可能性が高い。
③ 複数の要素からなる収益創出契約（revenue-generating arrangements）
においては，実現および稼得プロセスがいつ生じたのかを首尾一貫して
識別することは困難である。
以上を端的にいえば，概念フレームワークとの首尾一貫性，業種および取
引形態間の首尾一貫性ならびに複数要素取引における収益認識の首尾一貫性
－５６８－
（ ２ ）
という３つの首尾一貫性を達成可能な収益認識基準が，新たな「資産」およ
び「負債」に基づく認識基準であるということになろう。
それでは，新たな「資産」および「負債」に基づく認識基準とは，具体的
にはどのような基準なのであろうか。FASBによれば，収益は，
ａ 対価を受け取る無条件の権利，および
ｂ 顧客に対する報告企業の履行債務の消滅
の結果として生じるとされる(7)。
ここでより判断が難しいのが，上記のｂによって収益が生じる場合，すな
わち報告企業が第一次的に責任を負っている顧客が存在し（この場合の報告
企業を第一次債務者（the primary obligor）という），その顧客に対する履行
を通じて債務が消滅することにより，収益が生じる場合である。FASBによ
れば，この場合の「第一次債務者」という考え方は，SFAS第１４０号「金融
資産の譲渡および回収ならびに負債の消滅に係る会計(8)」におけるその意味
と首尾一貫していなければならないという。FASBの収益認識プロジェクト
の基本目的の１つは，SFAS第１４０号第１６パラグラフにおける負債消滅規準
を履行債務の再測定および認識の中止のさいにどのように適用すべきかを検
討することでもあるとされているからである。その第１６パラグラフとは，次
のような規定である(9)。
１６．債務者は，負債がすでに消滅している場合には，その負債の認識を中
止しなければならず，またその場合にのみ負債の認識を中止しなければ
ならない。負債は，下記の条件のいずれかを満たす場合に，すでに消滅
している。
ａ．債権者に対する支払いを行い，当該負債にかかる債務から解除されて
いる。債権者に対する支払いには，現金その他の金融資産，財もしくは
サービスの提供，債務者による発行済社債の買入償還（その社債が消却
負債概念の再検討（長束） －５６９－
（ ３ ）
されるか，いわゆる自己社債として保有されるかにはかかわらず）など
が含まれる。
b．裁判所または債権者により，債務者がその負債の第一次債務者の地位
から法的に解放されている。
すなわち，顧客に対する履行により負債が消滅するには，ａ実際に債務を
履行するかまたはｂ何らかの方法で第一次債務者の地位から解放されればよ
いことになる。FASBによれば，そこで重要になってくるのが「顧客による
受諾（customer acceptance）」という考え方であるという。「顧客による受諾」
は，その時点までの履行に対して少なくとも何らかの対価を受領する権利を
実体がすでに獲得していること（同時に，顧客が無条件の債務をすでに負っ
ていること）を意味している。かかる権利は，契約条項により生じることも
あるし，関連した契約法の解釈により生じることもある。顧客による受諾が
あれば，ｂにより負債が消滅することになると考えられる。
したがって，FASBは，暫定的には，上記の収益認識基準をブレイク・ダ
ウンして，次のような収益認識指針を採用する方針であるという。すなわち
「収益は，顧客がその時点までの履行を受諾しなければならない場合に認識
される。すなわち，契約不履行に対する法的救済が特定の履行であるか，も
しくは特定の履行に近い場合，または顧客が契約を破棄した際に顧客が現在
までの履行に相当する賠償金を支払う債務を負っている場合。(10)」
以上のように，新たな収益認識基準は，負債の消滅基準と密接に関係した
基準であるといえよう。端的にいえば，履行債務に係る負債の消滅時に収益
を認識するという基準であると考えられる。また，従来の「実現」および「稼
得プロセス」に基づく認識基準との比較でいえば，「財またはサービスの提
供」というフロー情報よりも「債権の発生および債務の消滅」というストッ
ク情報に着目した認識基準であり，「稼得プロセス」という報告企業側自身
－５７０－
（ ４ ）
の活動よりも，「顧客による受諾」という他者（顧客）の立場に依拠した認
識基準であるといえるかもしれない。
それでは，かかる履行債務の識別と原初測定は，どのように行うのであろ
うか。FASBによれば，履行債務は，債務の公正価値ではなく顧客対価額（cus-
tomer consideration amount；契約成立の形式要件である約因の評価額と解さ
れる。すなわち，報告企業が，同程度の信用状態である独立の第三者に対し
て履行債務を法的に移転するために支払わなければならない金額）を配分す
ることにより測定される。また，この測定については，次のような指針が設
けられている。
① 収益は，各契約商品（または履行債務）が引き渡された（消滅した）
さいに生じる。収益の原因となる契約において顧客に付与されているす
べての法的権利が，収益の構成要素である。
② 収益の原因となる契約における履行債務は，顧客の観点から，すなわ
ち商品が顧客にとって「効用」を有しているか，顧客は履行債務の中心
である製品（財，サービスその他の権利）を目的にあっているとか最終
目的のために役立つと思っているかに基づいて，分割しなければならな
い(11)。商品は，１その商品が，顧客の参加している市場において，分割
して売られているか，もしくは他の製品に付随して売られている，また
は顧客の参加している市場において転売可能である場合，または２特定
の事象が生じた際に，報告企業が財，サービスその他の権利を提供する
無条件の権利を顧客に与える場合のいずれかの場合には，「効用」をも
つ。
③ 履行債務の測定額は，他の GAAPが公正価値での測定を要求してい
る場合を除いて，その製品（商品）の売却額または売却見積額に基づか
なければならない。
④ 製品（商品）の売却額または売却見積額は，入手可能な最も信頼性の
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（ ５ ）
高い証拠に基づいて測定しなければならない。１活発な市場において報
告企業が付けた時価，２活発な市場において他の企業（すなわち，競争
企業）が付けた時価，３活発でない市場において報告企業が付けた時価，
４報告企業の内部での引き受けを考慮した場合の投入額およびその情報。
⑤ 顧客対価額と製品（商品）の売却額または売却見積額の合計額との差
額は，各履行債務に比例配分しなければならない。ただし，かかる差額
は，他の GAAPが公正価値での測定を要求している履行債務には配分
してはならない。
⑥ 報告企業は，会計処理の単位が契約全体であるような完全未履行契約
の締結時には，いかなる資産および負債も認識してはならない。顧客対
価配分アプローチのもとでは，かかる資産および負債の契約締結時にお
ける純測定額はゼロであるからである。ただし，報告企業は，契約不履
行時における法的救済が特定の履行であるような完全未履行契約の締結
時には，個々の資産および負債を認識するであろう。契約から生じる個々
の資産および負債が，会計処理の単位であるからである。
以上の指針は，きわめて複雑であり，文言のみからその内容を理解するこ
とは困難であるように思われる。したがって，次節では，具体的な取引例を
提示してこれらの指針を適用しつつ，収益の認識と負債の消滅の関係につい
てさらに検討していくことにする。
Ⅲ 収益の認識と負債の消滅――具体例による検討
まず，きわめて単純な取引例から考えてみることにしたい。
（例１）①仕入原価１００万円の商品を１５０万円で売却する契約を締結した。
②上記契約に基づき，商品を引き渡した。
－５７２－
（ ６ ）
［仕訳］
① 仕訳なし
（（借）代金受領権 １５０ （貸）履行債務 １５０）
② （借）売掛金 １５０ （貸）売 上 １５０
（（借）履行債務 １５０ （貸）売 上 １５０）
（（借）売掛金 １５０ （貸）代金受領権 １５０）
①の時点において仕訳が行われないのは，従来どおりである（指針⑥を参
照）。ただし，指針③に基づいて履行債務の測定は行われるので，それを備
忘記録的に仕訳するとすれば，カッコ内のような仕訳になろう。上述の新た
な収益認識基準ａおよびｂにあてはめて考えれば，ａ代金受領権は商品引渡
しという条件付きの債権であり，無条件の債権ではなく，ｂ履行債務は報告
単位が第一次債務者である状態なので，収益は認識されないと考えられる。
②の時点において収益が認識されるのも，従来どおりである。しかし従来
は，１財またはサービスの提供および２対価としての現金または現金同等物
の受領という主として２つの要件を満たしたときに収益を認識するという
「実現基準」に基づいて，この収益認識の仕訳が行われていたのに対して，
新たな収益認識基準に基づいていえば，ｂ商品引渡し債務を履行したことに
より当該債務に係る負債が消滅したので収益が計上されたのであり（１つ目
のカッコ内の仕訳），またａ代金受領権が無条件の権利（売掛金）になった
（２つ目のカッコ内の仕訳）ので収益が計上されたと考えられる。
次に，若干複雑にした取引例を検討してみよう。
（例２）① 仕入原価１００万円の商品 Aと仕入原価８０万円の商品 Bを２７０万円
で売却する契約を締結した。商品 Aの通常売却額は２００万円，商品
Bの通常売却額は１００万円である。
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（ ７ ）
②上記契約に基づき，商品 Aを引き渡した。
［仕訳］
① 仕訳なし
（（借）代金受領権２７０（貸）履行債務２７０＝商品 A：１８０，商品 B：９０）
② （借）売掛金 １８０ （貸）売 上 １８０
（（借）売掛金 １８０ （貸）代金受領権 １８０）
（（借）履行債務 １８０ （貸）売 上 １８０）
①の時点において仕訳が行われないこと，また履行債務について備忘記録
的に仕訳を行うとカッコ内のようになるのは（例１）と同じである。ただし，
この履行債務２７０は商品 Aについての履行債務１８０と商品 Bについての履行
債務９０からなっていることに注意しなければならない。指針②により，商品
Aと商品 Bの履行債務は分割されるが，指針③により各履行債務は２００と１００
と測定される。しかし指針④と指針⑤により，顧客対価額２７０と売却見積額
３００との差額－３０は商品 Aと商品 Bに比例配分されるので，各履行債務の測
定値は１８０と９０になると考えられる。
②の時点においては，商品 Aおよび商品 Bという２つの収益創出要素の
うち，商品 Aについてのみが収益として認識される。このように２つ以上
の収益創出要素が存在する複雑な契約については，従来は統一的な収益認識
基準が存在しなかった。したがって，例えば商品 Aおよび商品 Bの仕入原
価に基づいて，２７０という対価のうち１５０（＝１００×２７０／１８０）を収益として認
識するという会計処理も考えられなくもなかったように思われる。しかし，
新たな収益認識基準では，顧客対価額を売却見積額で比例配分して履行債務
の金額すなわち収益額を計算するという統一的な基準が設けられた。
以上の（例１）および（例２）の検討からわかるように，新たな収益認識
－５７４－
（ ８ ）
基準によっても，収益の認識時点および測定額は基本的に従来の実現基準に
よるものと極端に異なるものではないように思われる。新たな収益認識基準
は，上述の実現基準の要件のうち１「財またはサービスの提供」を「履行債
務に係る負債の消滅」と読み替えることによって，実現基準を資産・負債ア
プローチをベースとした基準に変換したものとも考えられるからであろう
（２の要件については従来どおりであると考えられる）。
そうであるとするならばやはり，新たな収益認識基準のキー・コンセプト
は「履行債務に係る負債の消滅」であるということになるかもしれない。
SFAS第１４３号「資産解体撤去債務に係る会計(12)」において採用されたアプ
ローチにより，負債の原初認識時においては，負債の「債務性」のもつ認識
規準としての意義は薄れてきたように思われる(13)。しかし，収益認識基準の
キー・コンセプトとして「負債の消滅」が大きな意味をもってくるようにな
ると，負債の「債務性」は，再び負債の認識基準として，また収益の認識基
準として，重要な検討課題となってくるであろう(14)。
最後に，FASBが提示している取引例(15)についても検討してみることにし
たい。
（例３）
消費家電小売業者 X社は，製造メーカーから１台２５０ドルで仕入れたテレ
ビを３００ドルで販売している。X社は，他の消費家電小売業者と同様に，製
造メーカーによる製品保証を延長する製品保証契約を販売している。X社は
延長保証契約をテレビに付けるのに１００ドルを請求している。当該延長保証
契約は，製造メーカーによる１年間の製品保証に加えて２年間の延長保証を
付けるものである。料金は，延長保証を付ける際に受け取り，返金不可であ
る。
X社は，保証サービスを自社で行うこともできるし，第三者の信頼できる
負債概念の再検討（長束） －５７５－
（ ９ ）
管理業者に当該保証サービス債務の履行を有料で委託することもできる。過
去の実績によれば，延長保証期間中に１０台に１台が故障し，修理または部品
交換にかかる平均コストは約１４０ドルである。第三者の信頼できる管理業者
は，１契約当たり３０ドルの価格で保証サービスの履行を請け負っている。
２００２年６月１日，X社はテレビ１０台を延長保証付きで販売し，代金はすべて
受け取った。
ケース A：X社がただちに保証サービスの履行を第三者の管理業者に委託
したケース
ケース B：X社が自社で履行することを決めたケース（２年目および３年
目にそれぞれ２２０ドル，８０ドルの修理コストが発行したものとする。）
［仕訳］（アミカケが収益額）
従来のアプローチ
ケース A :
ａ．X社を保証サービス業者であるとみなした場合
販売時
（借）現金 ４，０００（貸）売上（テレビ） ３，０００
売上（保証） １，０００
委託料支払時
（借）支払手数料 ３００（貸）現金 ３００
ｂ．X社を保証サービス業者の代理人であるとみなした場合
販売時
（借）現金 ４，０００（貸）売上（テレビ） ３，０００
受取手数料（保証）７００
受託販売 ３００
委託料支払時
（借）受託販売 ３００（貸）現金 ３００
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ケース B :
販売時
（借）現金 ４，０００（貸）売上（テレビ） ３，０００
前受金 １，０００
２年目
（借）前受金 ５００（貸）売上（保証） ５００
（借）修理費 ２２０（貸）現金 ２２０
３年目
（借）前受金 ５００（貸）売上（保証） ５００
（借）修理費 ８０（貸）現金 ８０
検討中のアプローチ
ケース Aおよびケース B
販売時
（借）現金 ４，０００（貸）売上（テレビ） ３，０００
売上（保証） ７００
履行債務 ３００
ケース A
委託料支払時
（借）履行債務 ３００（貸）売上 ３００
（借）支払手数料 ３００（貸）現金 ３００
ケース B
２年目
（借）履行債務 ２２０（貸）売上 ２２０
（借）修理費 ２２０（貸）現金 ２２０
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３年目
（借）履行債務 ８０（貸）売上 ８０
（借）修理費 ８０（貸）現金 ８０
仕訳を見ればわかるように，従来のアプローチでは，ケース Aを選択す
るかケース Bを選択するかにより，またケース Aにおいては自社をどのよ
うな業者であると考えるかにより，販売時に様々な収益額が計上される可能
性がある。しかも，その選択は必ずしも販売時に行う必要はなく，保証サー
ビス期間が始まる販売時から１年後までに選択すればよいわけであるから，
それまでは恣意的な会計処理が行われるかもしれない。
一方，検討中のアプローチでは，企業の経営者がどのような企業行動を選
択しようが販売時に計上される収益額は一定である。また，販売時に計上さ
れた履行債務３００についてのその後の処理は，企業が実際にどのような行動
をとったかによって異なり，実態を反映した会計処理が行われるように思わ
れる。
この（例３）のような複雑な取引においては，従来の「実現基準」と比較
して，新たな収益認識基準のほうが首尾一貫した会計処理が行われると考え
られる。「実現基準」による収益の認識が多様になる原因としては，「サービ
スの提供」の意味が曖昧であることが指摘できよう。新たな認識基準による
場合には，履行債務の測定値により収益額が決定されるので，用語の解釈に
より収益額が変動するということはないと考えられる。
Ⅳ 結びに代えて
以上のように，FASB（および IASB）の提唱する新たな収益認識基準は，
資産・負債アプローチと整合的な基準であるという特徴があり，首尾一貫性
した収益認識を可能ならしめる収益認識基準であるといえよう。履行債務に
－５７８－
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係る負債の消滅が収益の認識をもたらすことになるので，必然的に，負債概
念における「債務性」の問題とはきわめて密接な関係をもっていると考えら
れる。いいかえれば，収益認識基準と負債概念の両方を同時に再検討する意
義は，収益の認識基準としても負債の消滅の基準としても適用可能な「債務」
とはどのような「債務」であるのかを考察することにあるように思われる。
実際，FASBの収益認識プロジェクトにおいても，債権および債務の意義
についての検討が行われており，履行債務を法的債務に限定する方向で検討
が行われているようである(16)。また，上述の SFAS第１４３号においては，認
識される資産解体撤去債務は法的債務および約束的禁反言の法理に基づく債
務に限定されているとともに(17)，FASBの会計基準の理論的根拠となる概念
フレームワークにおいても，下記のような論点で負債概念の再検討が行われ
ている(18)。
① 「発生可能性が高い」という用語を負債の定義から削除すべきかどう
か。
② 負債の定義は，「将来の経済的便益の犠牲」に着目すべきかどうか。
③ 負債は「法的」債務からのみ生じるものとして（「衡平法上の」債務お
よび「見なし」債務から生じるものも含むのではなく）定義されるべき
かどうか。「約束的禁反言」の法理は定義の中に直接的または間接的に
取り込まれるべきかどうか。
④ 負債の定義には，条件付債務または偶発債務を含むべきかどうか。
⑤ 負債の定義には，準備段階にある実体の債務を含むべきかどうか。
⑥ 負債の定義には，実体の不作為債務（不競争協定から生じるものなど）
を含むべきかどうか。
このように，「債務」を法的債務および約束的禁反言法理に基づく債務に
限定する傾向は，収益の認識を履行債務に係る負債の消滅に基づいて行うこ
とを考えれば，当然「債務」概念が安定的なものでなければならないと考え
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られるので，きわめて納得のいくところであるように思われる。
しかし，アメリカ法においても法的債権債務どうし，または法的債権債務
と約束的禁半言の法理に基づく債権債務との間で法的救済のレベルが異なる
など(19)，単純に「無条件の債権」や「履行債務に係る負債の消滅」といって
も多種多様なケースを検討する必要があるように思われる。また，同様の収
益認識基準をわが国や他の世界各国で適用しようとする場合には，各国の法
制度や契約法の規定を考慮に入れてより多くのケースを検討しなければなら
ないと考えられる。
このように，収益の認識基準を負債の消滅基準と関連づけて規定する方向
性は，理論的首尾一貫性という観点からは支持できるものの，負債概念にお
ける「債務性」の再検討という大きな課題が残されているといえよう。
また，理論的首尾一貫性を追求することによって，収益認識基準が複雑に
なり，理解可能性という観点から問題が生じてくる可能性もあろう。例えば，
会計教育の場面において，従来の「実現基準」に基づいて説明に代わって，
本稿で述べたような説明を行ったとしても，初学者の理解を得ることはきわ
めて困難であるように思われるが，それでよいのであろうか。収益の認識と
いう根本原則であるだけに，専門家だけが理解可能な「純粋理論」ではなく，
一般大衆でも理解可能な原則として基準を形成していくことも重要な課題で
あるように思われる。
最後に若干の補足をすれば，本稿でとりあげた取引例において検討したよ
うに，収益の認識基準と負債の消滅基準とがリンクすることによって，契約
上の債権や債務により着目した会計処理が行われるようになるのは確かであ
るように思われる。しかし，これはいわゆる契約会計(20)の採用につながって
いくような認識基準の変更ではないということには注意をしなければならな
いであろう。契約会計は，資産および負債の認識時点を根本的に再検討する
ことを目的として提唱されたものであるように思われるが(21)，今回の収益認
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識基準の再検討および負債概念の再検討は，負債の認識時点を根本的に考え
直すという性質のものではなく，むしろ収益の認識時点を負債概念にすり合
わせることを目的としていると考えられる。その過程で，負債概念における
「債務性」について，法的債務および約束的禁反言の法理に基づく債務に限
定する必要が生じてきたと考えるのが適切であるかもしれない。なお，この
負債概念の再検討および収益認識基準の再検討と契約会計の関係（特に未履
行契約の認識に関する会計問題）については，より詳細な検討が必要である
と思われるので，稿を改めて考察してみたいと考えている。
［付記］
本稿は，日本会計研究学会第６５回全国大会（２００６年９月７日）における自
由論題報告原稿に若干の加筆修正を行ったものである。なお，上記大会にお
いては，司会をお引き受けいただいた一橋大学教授新田忠誓先生をはじめ，
多くの先生方よりきわめて有益なコメントをいただいた。この場をかりて篤
く御礼申し上げたい。
［注］
( 1 ) FASB, Project Update, Revenue Recognition , August 4, 2006.
( 2 ) IASB, IAS No.18 , Revenue, 1993.
( 3 ) 例えば，財務会計基準機構「調査研究シリーズ No.3収益認識に関する調査」
財務会計基準機構，2003年，66‐72頁などが簡潔に整理している。
( 4 ) 収益認識基準再検討の理由として，FASBは次の 8つをあげている（FASB, op.
cit. supra note (1).）。
① 収益に関する現行の GAAPの多くが，概念フレームワーク形成以前に設定
されたものであること。
② GAAPには，収益に関して，どのようなケースにも適用することができる包
括的な基準がないこと。
③ 収益認識に関する GAAPが，様々な基準設定主体によって公表された 200
を超える会計基準から成り，どれを適用するべきなのか判断することが困難で
あり，またときには各基準が首尾一貫していないこと。
④ 収益認識は，誤謬および不正による財務諸表粉飾の第一の原因であること。
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かかる粉飾は，財務報告に対する投資者の信頼を失わせる。
⑤ ビジネスモデルが改良されたり新たに出現したりするのに伴い，適切な認識
基準を選択することが困難になってきていること。現行基準の多くが取引形態
別または業種別の基準であるからである。
⑥ 収益認識基準の相違を識別したり調整したりするのに役立つ情報がほとんど
ないために，財務諸表利用者が企業間比較または業界間比較を行うことができ
なくなっていること。
⑦ 会計方針の開示があまりにも形式的で役に立たないこと。
⑧ 収益のデータがあまりにも集約されすぎており，財務諸表利用者は個々の収
益創出活動に関してより詳細に知りたいと考えていること。
( 5 ) これらについては，長束 航「負債概念における『債務性』――アメリカにお
ける変化」会計，第 166巻第 5号（2004年 11月），51‐65頁を参照。
( 6 ) 以下，概要については FASBのウェブサイトを参照（FASB, op. cit. supra note
(1).）。
( 7 ) なお，その他の収益認識に関する規則としては，次のようなものがあげられて
いる（Ibid.）。
① 収益は，その取引に，企業が売却または転売目的で製造または購入した項目
が含まれているかどうかに基づいて，包括利益の他の正の構成要素と区別され
る。
② 報告企業は，顧客に対する財，サービスその他の権利を提供する債務を第三
者が履行した場合において，その債務が法的に当該第三者に課されているとき
には，債務の履行を収益として認識してはならない。
③ それ以外の状況においては，顧客に対する財，サービスその他の権利を提供
する債務を第三者が履行した場合であっても，報告企業はその債務の履行を収
益として認識しなければならない。
④ 製造からも，包括利益の構成要素は生じる（いずれの構成要素が製造から生
じた部分であるかは検討中）。
⑤ 無償取得も収益から除外してはならないが，損益計算書の独立の項目として
開示しなければならない。
( 8 ) FASB, SFAS No.140 , Accounting for Transfers and Servicing of Financial Assets and
Extinguishments of Liabilities, September 2000.
( 9 ) Ibid ., par.16.
(10) なお，2006年 7月 26日の審議では，暫定的に，報告実体が契約に基づいて履
行を行い，顧客向けの資産を製造したときには，顧客の契約不履行の際の法的救
済が下記のいずれかである場合に収益を認識しなければならないことにしたとい
う（FASB, op. cit. supra note (1).）。
① 特定の履行。契約両当事者に完全に約束どおりの履行を要求する。
② 部分的な実際の決済。現在までの製造のために発生したコストに付加利益を
加算した金額を顧客が報告実体に支払うことを要求する。
③ 純額決済。その契約が履行されていたとした場合と同程度に有利な立場に報
告実体が置かれるために十分な金額の賠償額を顧客が支払うことを要求する。
ある契約に，その契約の期間内の一定時点において，その時までの履行の対価
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を支払わなければならない債務を顧客に負わせる明示的な顧客受諾規定が含まれ
ている場合（かつ，顧客の契約不履行の際に利用可能な他の法的救済が存在しな
い場合）には，収益はかかる明示された受諾時点においてのみ認識される。
また，「特定の履行」の意義については，樋口範雄「アメリカ契約法」弘文堂，
1994年，55頁以下を参照。
(11) 最近のアメリカ契約法においては，契約には種々の履行債務が付随していると
解釈されることが多いとされる。契約関係を信託的な関係（fiduciary relation）と
みなす場合までもあり，その場合には契約文言上の債務以外にも種々な債務が認
められることがあるという（樋口範雄，前掲注（10），80‐81頁）。
(12) FASB, SFAS No.143, Accounting for Asset Retirement Obligations, June 2001.
(13) 長束 航，前掲注（5）。
(14) 同上。
(15) L. T. Johnson and A. L. Such, “FASB’s Revenue Recognition Project,” Financial Ac-
counting Series, No.239-B, December 24,2002, pp.3-5. 尹志煌「米国における収益認
識基準の具体的検討――ソフトウェアを例として」企業会計，第 55巻第 11号
（2003年 11月）および中央青山監査法人研究センター編「収益の認識 グローバ
ル時代の理論と実務」白桃書房，2004年，4‐5頁も参照。
なお，本設例はⅡで検討した新たな収益認識基準が公表される前に公表された
ものであり，仕訳も設例公表時の説明に基づいている。そのため，新たな認識基
準に厳密に準拠した会計処理を示すためには，多少条件が不足していると考えら
れる。
(16) FASB, op. cit. supra note (1).
(17) FASB, op. cit. supra note (12), par.B16.
(18) FASB, Proposal for a New Agenda Project, Issues Related to the Recognition of
Revenues and Liabilities, web version
（http://www.fasb.org/project/Agenda_Proposal.pdf）, p.9.
(19) 樋口範雄，前掲注（10），93‐96頁。
(20) いわゆる契約会計については，次を参照。Ijiri, Y., Research Report, Recognition
of Contractual Rights and Obligations, FASB, Dec. 1980.
(21) Ibid ., pp.1-2.
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